
預金保険法（抜粋）

第102条（金融危機に対応するための措置の必要性の認定）

内閣総理大臣は、次の各号に掲げる金融機関について当該各号に定める措置が講ぜられ

なければ、我が国又は当該金融機関が業務を行つている地域の信用秩序の維持に極めて重

大な支障が生ずるおそれがあると認めるときは、金融危機対応会議（以下この章において

「会議」という。）の議を経て、当該措置を講ずる必要がある旨の認定（以下この章にお

いて「認定」という。）を行うことができる。

一 金融機関（次号に掲げる金融機関を除く。） 当該金融機関の自己資本の充実のた

めに行う機構による株式等の引受け等（以下この章において「第一号措置」とい

う。）

二 破綻金融機関又はその財産をもつて債務を完済することができない金融機関 当該

金融機関の保険事故につき保険金の支払を行うときに要すると見込まれる費用の額を

超えると見込まれる額の資金援助（以下この章において「第二号措置」という。）

三 破綻金融機関に該当する銀行等であつて、その財産をもつて債務を完済することが

できないもの 第 111条から第 119条までの規定に定める措置（以下この章において

「第三号措置」という。）

２ 内閣総理大臣は、労働金庫又は労働金庫連合会に対して認定を行おうとするときは、

あらかじめ、厚生労働大臣の意見を聴かなければならない。

３ 第三号措置に係る認定は、第二号措置によつては第１項の支障を回避することができ

ないと認める場合でなければ、行うことができない。

４ 内閣総理大臣は、第一号措置に係る認定を行うときは、当該認定に係る金融機関が第

105条第１項の申込みを行うことができる期限を定めなければならない。

５ 内閣総理大臣は、認定を行つたときは、その旨及び当該認定が第一号措置に係るもの

であるときは前項の規定により定めた期限を当該認定に係る金融機関及び機構に通知す

るとともに、官報により、これを公告しなければならない。

６ 内閣総理大臣は、認定を行つたときは、当該認定の内容を国会に報告しなければなら

ない。



資 料 ３

第 120条（第三号措置の終了）

内閣総理大臣は、できる限り早期に、機構又は特別危機管理銀行に次に掲げる措置を講

じさせることにより、第三号措置を終えるものとする。

一 当該特別危機管理銀行と合併する金融機関が存続する合併（当該合併後に存続する

法人が機構の子会社でないものに限る。）

二 当該特別危機管理銀行と他の金融機関が合併して金融機関を設立する合併（当該合

併により設立された法人が機構の子会社でないものに限る。）

三 当該特別危機管理銀行の営業の譲渡

四 当該特別危機管理銀行の株式の譲渡（当該譲渡により当該特別危機管理銀行が機構

の子会社でなくなるものに限る。）

２ 特別危機管理銀行は、前項第一号から第三号までに掲げる措置を講ずるときは、内閣

総理大臣にその旨を報告し、あわせて、機構にその旨を通知しなければならない。

３ 機構は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに、その旨を財務大臣に報告し

なければならない。

４ 機構は、第１項第四号に掲げる措置を講じたときは、速やかに、その旨を内閣総理大

臣及び財務大臣に報告しなければならない。


